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景気総予測

　

日
本
経
済
の
回
復
と
歩
調
を
合
わ
せ
る

形
で
、個
人
消
費
も
回
復
が
続
い
て
い
る
。

国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
ベ
ー
ス
の
実
質

個
人
消
費
は
、
２
０
０
９
年
４
〜
６
月
期

以
降
、
３
四
半
期
連
続
の
プ
ラ
ス
だ
。

　

消
費
回
復
の
最
大
の
原
動
力
は
、
図
の

通
り
、
前
政
権
の
経
済
対
策
の
効
果
に
よ

る
自
動
車
、
家
電
な
ど
耐
久
財
消
費
の
急

拡
大
で
あ
る
。

　

政
権
交
代
後
も
こ
れ
ら
の
優
遇
措
置
が

延
長
・
継
続
さ
れ
た
こ
と
で
、
需
要
の
急

拡
大
が
続
い
て
い
る
。
例
え
ば
、
本
年
２

月
の
乗
用
車
販
売
は
、
前
年
比
20
・
４
％

と
６
カ
月
連
続
の
プ
ラ
ス
。
薄
型
テ
レ
ビ

の
販
売
台
数
は
、
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
の
基
準

厳
格
化
に
よ
る
価
格
下
落
に
駆
け
込
み
需

要
も
加
わ
っ
て
急
加
速
。
調
査
会
社
Ｂ
Ｃ

Ｎ
の
調
べ
で
は
、
３
月
第
２
週
は
前
年
比

２
・
２
倍
の
売
れ
行
き
を
示
し
た
。

　

ま
た
、
自
動
車
減
税
措
置
は
12
年
春
ま

で
続
く
が
、
エ
コ
カ
ー
補
助
金
は
10
年
９

月
末
で
打
ち
切
り
の
予
定
で
、
年
度
下
期

以
降
は
大
き
な
反
動
減
も
懸
念
さ
れ
る
。

家
電
へ
の
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
も
対
象
品
目
が

半
減
す
る
と
は
い
え
12
月
末
ま
で
続
く
予

定
で
、
少
な
く
と
も
年
内
は
政
策
に
よ
る

下
支
え
効
果
が
期
待
で
き
よ
う
。

　

も
っ
と
も
、
自
動
車
や
家
電
販
売
を
除

け
ば
、消
費
の
実
態
は
ま
だ
ま
だ
厳
し
い
。

09
年
10
〜
12
月
期
の
個
人
消
費
の
増
加

は
、耐
久
消
費
財
に
牽
引
さ
れ
た
も
の
で
、

半
耐
久
財
・
非
耐
久
財
や
サ
ー
ビ
ス
消
費

は
横
ば
い
か
ら
減
少
と
な
っ
て
い
る
。

　

例
え
ば
、
デ
フ
レ
の
影
響
を
も
ろ
に
被

っ
て
い
る
百
貨
店
、
ス
ー
パ
ー
、
コ
ン
ビ

ニ
は
Ｐ
Ｂ
商
品
の
拡
大
、
低
価
格
ブ
ラ
ン

ド
の
誘
致
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
宅
配
な
ど

様
々
な
工
夫
を
し
て
い
る
が
、
売
り
上
げ

減
に
歯
止
め
が
か
か
っ
て
い
な
い
。

　

そ
の
背
景
に
は
、
厳
し
い
雇
用
・
所
得

環
境
が
あ
る
。
失
業
率
は
４
・
９
％
と
や

や
低
下
し
て
い
る
が
、
雇
用
者
数
の
減
少

は
続
い
て
い
る
。
名
目
賃
金
も
ボ
ー
ナ
ス

の
大
幅
な
減
少
を
反
映
し
て
マ
イ
ナ
ス
が

続
い
て
い
る
。
消
費
者
物
価
の
下
落
が
実

質
所
得
を
下
支
え
し
て
い
る
が
、
そ
れ
で

も
09
年
の
実
質
雇
用
者
報
酬
は
前
年
比

１
・
６
％
減
と
大
幅
な
マ
イ
ナ
ス
だ
。

　

今
後
の
雇
用
・
所
得
環
境
も
方
向
と
し

て
は
改
善
す
る
が
、厳
し
さ
は
拭
え
な
い
。

今
春
の
大
卒
内
定
率
は
80
・
０
％
と
比
較

可
能
な
00
年
以
降
で
最
低
を
更
新
し
た
ほ

か
、
上
場
企
業
の
希
望
・
早
期
退
職
者
数

も
09
年
は
２
万
２
７
０
０
人
と
過
去
最
悪

の
02
年
に
次
ぐ
規
模
と
な
っ
て
い
る
。
今

春
闘
は
定
昇
は
維
持
さ
れ
た
と
し
て
も
賃

上
げ
は
期
待
で
き
な
い
。
夏
と
冬
の
ボ
ー

ナ
ス
に
期
待
が
か
か
る
が
、
企
業
業
績
の

ボ
ー
ナ
ス
へ
の
影
響
は
、
業
績
の
改
善
か

ら
１
年
程
度
の
タ
イ
ム
ラ
グ
が

あ
る
た
め
、
少
な
く
と
も
ボ
ー

ナ
ス
が
プ
ラ
ス
に
浮
上
す
る
の

は
冬
ま
で
待
た
ね
ば
な
る
ま

い
。
そ
れ
で
も
、
雇
用
者
数
が

下
げ
止
ま
り
、
賃
金
の
減
少
幅

が
縮
小
し
、
物
価
の
下
落
基
調

持
続
が
下
支
え
す
る
形
で
、
10

年
度
の
実
質
雇
用
者
報
酬
は
、

わ
ず
か
な
が
ら
プ
ラ
ス
に
転
じ

よ
う
。

　

さ
ら
に
、
本
年
４
月
か
ら
の

高
校
授
業
料
無
償
化
と
６
月
か

ら
実
施
予
定
の
子
ど
も
手
当
の

政
策
効
果
が
加
わ
る
。
こ
れ
ら

は
合
計
で
10
年
度
の
家
計
所
得

を
２
・
９
兆
円
（
09
年
度
名
目

雇
用
者
報
酬
の
１
・
１
％
に
相

当
）
押
し
上
げ
る
。
仮
に
、
そ

の
半
分
が
消
費
に
回
る
と
仮
定

す
る
と
、10
年
度
の
実
質
個
人
消
費
は
０・

５
％
押
し
上
げ
ら
れ
、
そ
の
伸
び
は
１
・

４
％
と
09
年
度（
０
・５
％
）を
上
回
ろ
う
。

　

し
か
し
、本
当
に
危
う
い
の
は
自
動
車
、

家
電
の
エ
コ
関
連
の
政
策
効
果
が
途
切
れ

る
11
年
度
だ
。
そ
れ
ま
で
企
業
業
績
の
改

善
が
続
き
、
こ
れ
が
家
計
に
円
滑
に
回
る

メ
カ
ニ
ズ
ム
が
作
動
し
な
い
と
、
政
策
効

果
の
反
動
を
所
得
増
加
で
吸
収
し
き
れ
な

く
な
る
。
11
年
度
か
ら
子
ど
も
手
当
が
満

額
支
給
と
な
れ
ば
そ
の
懸
念
は
薄
れ
る

が
、
財
源
探
し
が
難
航
す
る
な
か
で
、
不

確
実
性
は
残
ら
ざ
る
を
得
な
い
。

データで読み解く 2

政
策
効
果
で
10
年
度
は
堅
調
だ
が
、
そ
の
先
は
危
う
い
。

湯ゆ
も
と元　

健け
ん
じ治

（
日
本
総
合
研
究
所
理
事
）

政
策
効
果
は
10
年
度
内
い
っ
ぱ
い

個
人
消
費

個人消費と雇用者報酬はどう動くか（前期比年率、％）
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デフレータ
1人当たり賃金

雇用者数

実質雇用者報酬

09/1Q 09/2Q 09/3Q 09/4Q 10/1Q 10/2Q 10/3Q 10/4Q 11/1Q

自動車取得税・重量税軽減（09年度→0.2兆円、10年度→0.2兆円）

エコカー補助金（09年度→0.4兆円、10年度→0.2兆円）

エコポイント・地デジ対応（09年度→0.3兆円、10年度→0.1兆円）

子ども手当（2.5兆円）
高校無償化（0.4兆円）

（6月）
（4月）

（12月）
（9月）

（5月）
（4月）

（12年春まで）
（4月）


